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財政健全化計画

平成19年度~平成27年度

（ 2007年度~2015年度）

財政健全化の道筋

財政基盤安定化計画

平成28年度~令和3年度

（2016年度~2021年度）

財政健全性の確保と強化

財政運営持続化計画(仮称)

令和5年度~令和9年度

（2023年度~2027年度）

持続可能で安定した

運営のための財政秩序

財 政 秩 序

１財 政 運 営 の 目 安

２基 金 等 残 高 の 管 理

３財 政 指 標 の 管 理

４地 方 債 （ 注 1 ） の 影 響 管 理

１ 計画策定の目的と方向性

本市の財政状況は、平成19年度策定の「財政健全化計画」により、危機的な状況から財政健全化への道筋をつけ、平成28年度策定の「財政
基盤安定化計画」により、健全な財政運営と財政基盤強化に取り組んだ結果、財政指標や基金残高は計画で定める目標を達成することができ、
現時点では財政の健全性は保たれている状況です。
しかしながら、今後においては、人口減少・少子高齢化の進行に伴う財政の硬直化が想定され、さらに新型コロナウイルス感染症や物価高

騰などといった財政運営に及ぼす影響は不透明な状況にあります。
また、公共施設の老朽化が進む中で「苫小牧市公共施設等総合管理計画」に基づく施設の更新・統廃合・長寿命化を進めつつ、ゼロカーボ

ン、SDGｓへの対応など、様々な市民ニーズや行政課題に応えていくためには、引き続き健全な財政運営と更なる財政基盤の強化が求められ
ます。
このような状況を踏まえ、本計画は、財政状況の現状と今後の展望に基づき、中長期的な視点で財政の健全性を維持しつつ、将来を見据え

たまちづくりに必須となる持続可能で安定した財政運営の指針として策定するものです。

【計画の目的】

【計画の方向性】

これまでの財政状況の推移を分析し、課題を踏まえた財政状況の見通しから、4つの財政秩序を定め、持続可能で安定した財政運営を目指し
ます。

※計画期間は、令和5年度から令和9年度までの5か年とし、毎年の見直し
（ローリング）により直近の財政状況と見通しを示します。

注1_地方債は、用語説明27ページを参照。
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２ 財政状況の推移

（１）普通会計決算（歳入）の推移

（ア）歳入の決算推移（普通会計（注2）‐性質別（注3））決算推移（普通会計（注2）‐性質別（注3））

 歳入全体

歳入全体の決算規模は拡大傾向にあります。
主な要因としては、扶助費（注4）などの義務的経費の増大に伴う

国庫支出金、道支出金の増加や、老朽化した施設の更新対応など
に伴う地方債の増加があげられます。
なお、令和２年度、令和３年度の歳入全体の決算額は、国の新

型コロナウイルス感染症への対応施策によって、大幅に増加して
います。

 一般財源

主な一般財源（注5）である地方税、譲与税・交付金（注6）は、社会
経済状況や税制改正などで、年度により増減がありますが、長期
的には、僅かに増加しています。
また、地方交付税（注7）は、国の地方財源対策や扶助費などの基

準財政需要額、地方税などの基準財政収入額の増減により変動し
ます。

 国庫支出金・道支出金・地方債  その他

主な依存財源（注8）である国庫支出金、道支出金及び地方債は、
国や北海道からの負担金や補助金、政府系及び民間の金融機関か
らの借入で、歳入について自主的に調達できないものです。扶助
費や普通建設事業などの歳出決算と連動し増減しています。

その他の歳入の主なものは、保育所使用料、住宅使用料、ごみ処理手
数料、土地売却など財産収入、広告料収入やネーミングライツなど諸収
入で、平成26年度以前は主に貸付金元利収入や住宅使用料により大幅な
増減がありますが、平成27年度以降は90億円台で推移しています。

注2_普通会計、注3_性質別、注4_扶助費、注5_一般財源、注6_譲与税・交付金、注7_地方交付税、注8_依存財源は、
用語説明27ページを参照。

今後の財政状況の見通しを展望するため、平成18年度から令和3年度までの歳入、歳出の決算推移と財政状況における課題について整理し
ます。
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（イ）市税収入の決算推移①別）

 市税収入全体

市税収入全体は、税制改正などにより増減があり、大きな変動
はない状況です。
歳入全体に占める市税の割合は、令和3年度で約34％（コロナ

関連補助金を除く。）、自主財源（注8）の割合は、約46％と大きな
割合を占め、最近5年間は、ほぼ横ばいで推移しています。これら
の割合が高いことは、自治体が柔軟に運営できることを示します。
令和2年度で、北海道の同規模自治体10都市（注9）の中では、市

税の割合は1番高く、自主財源の割合は、千歳市に続き、2番目に
高い率となっています。

 個人市民税

個人市民税は、前計画において人口減少に伴う減を見込んでい
ましたが、平成23年度から増加傾向が続いています。これは、納
税義務者数の増加が主な要因であり、人口減少は進んでいるもの
の、社会経済状況、税制改正などの複数要因により予測とは違う
結果となったものと捉えています。

 法人市民税

法人市民税は、地方法人課税の偏在是正を目的とした税制改正
によって、平成26年度と令和元年度に税率が引き下げられ、改正
の翌年度の税収が減収しています。

 滞納繰越分

滞納繰越分は、約2億円で推移しています。令和2年度は新型コロナウ
イルス感染症の影響を受けた方への徴収猶予がありました。 固定資産税

土地家屋に係る固定資産税は、3年ごとの評価替えの際に減少し、
その後、主に新築建物への課税により増加する傾向にあります。
償却資産に係る固定資産税は、企業の設備投資に伴い増減してい
ます。都市計画税は固定資産税と連動しています。

 その他

その他の税は、軽自動車税、市たばこ税、鉱産税、入湯税であり、20
億円から22億円で推移しています。そのうち、市たばこ税は16億円か
ら17億円で推移しています。

注8_自主財源、注9_北海道の同規模自治体10都市は、用語説明27ページを参照。

２ 財政状況の推移
（１）普通会計決算（歳入）の推移
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２ 財政状況の推移
（１）普通会計決算（歳入）の推移

（イ）市税収入の決算推移②

 個人市民税

個人市民税の納税義務者数及び課税標準額は、平成23年度以降、
扶養控除の税制改正や社会経済状況などの影響により増加してい
ます。
また、近年では、高齢者や女性の納税義務者数が増加しており、

本市の生産年齢人口が減少しているものの全体の納税義務者数は
減少していない状況です。
こうした推移は、個人市民税の税収と同じ傾向であり、今後の

個人市民税を見込むうえで重視すべき特徴と考えます。

※平成18年度は課税標準額と歳入に大幅な乖離がありますが、
三位一体の改革による地方への税源移譲で税率の変更があり、平
成19年度には乖離が解消されています。

 法人市民税

法人市民税の納税義務者数は、平成20年度のリーマンショック
以降、大きく減少に転じましたが、近年は増加傾向にあります。
また、課税標準額は、税制改正による税率の引き下げや社会経

済状況などの影響で年度により増減があります。
法人市民税の税収推移は、納税義務者数や課税標準額の推移と

傾向は異なることから、税制改正のほか企業の経済状況などが大
きな影響を与えるものと考えます。
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２ 財政状況の推移
（２）普通会計決算（歳出）の推移

（ア）歳出の決算推移（性質別）

 歳出全体

歳出全体の決算規模は増加傾向にあり、主な要因は、扶助費や
投資的経費、物件費の増加によるものです。なお、令和2年度、令
和3年度の歳出全体の決算額は、国の新型コロナウイルス感染症へ
の対応施策によって、大幅に増加しています。

 人件費

人件費は、職員配置適正化方針に基づく定数管理により減少で
推移し、平成27年度からは横ばいで推移していましたが、令和2
年度の会計年度任用職員制度の創設に伴い増加しています。

 扶助費

扶助費は、全般的に増加傾向にあります。国や北海道の負担金
や補助金が財源の大きな割合を占めますが、市の負担もあること
から、財政運営上の課題となっています。

 公債費  投資的経費

公債費（注10）は、借入額が償還額を超えないよう管理したこと
から、平成27年度以前は減少しています。平成28年度以降は公共
施設の老朽化対応等による借入額の増に伴い増加傾向にあります。

投資的経費は、「苫小牧市公共施設等総合管理計画」に基づく施設の
更新・統廃合・長寿命化を進めており、公共施設の老朽化対応などで増
加傾向にあります。今後の財政運営上の課題となっています。

 物件費  その他

物件費は、主に需用費や委託料などであり、労務単価の増、公
の施設への指定管理者制度導入などにより増加傾向にあります。

その他の経費は、維持補修費、補助費、積立金、投資・出資・貸付金
で、年度ごとの財政需要に伴い増減があります。これまでの大きな減要
因としては、行政改革と一体となり取り組んだ自動車運送事業会計など
の閉鎖や会計方式変更に伴う減があります。なお、令和2年度は特別定
額給付金により大幅な増加となっています。

 繰出金

繰出金（注11）は、高齢化の進行に伴い、介護保険事業会計、後
期高齢者医療会計への繰出金が増加傾向にあります。

注10_公債費、注11_繰出金は、用語説明27ページを参照。
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２ 財政状況の推移
（２）普通会計決算（歳出）の推移

（イ）扶助費、繰出金（医療・介護）の決算推移普通会計‐性質別）

 扶助費

扶助費全体では増加傾向にあります。
生活保護費では、平成28年度以前は増加していますが、平成29

年度以降は被保護人員の減により減少し、令和3年度には医療扶助
などの増により僅かに増加しています。
児童福祉費は、人口減少に伴う児童数の減により、児童手当、

児童扶養手当などは減少していますが、保育施設等給付費は、令
和元年度の消費税増税に伴う幼児教育無償化や施設整備などによ
る待機児童解消に努めたことから、大幅な増加となっています。
社会福祉費は、社会福祉施設の増やサービス利用者の増により、

障がい者のための給付費などで増加しています。
また、令和3年度は子育て世帯への臨時特別給付金や住民税非

課税世帯等臨時特別給付金などにより増加しています。

 繰出金（医療・介護）

繰出金全体では増加傾向にあります。
高齢化の進行に伴う給付の増により、後期高齢者医療会計等、

介護保険事業会計の繰出金が増加しています。
また、消費税増税による低所得者の負担軽減があり、平成26年

度、27年度に国民健康保険事業会計と介護保険事業会計、後期高
齢者医療会計の繰出金が増加しています。
このほか、国民健康保険事業会計の繰出金で、平成21年度以前

は赤字補填による増などがあります。
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２ 財政状況の推移
（３）一般会計の当初予算（経常収支・主要事業一般財源）の推移

 経常収支

経常収支（注12）は、経常収入と経常支出の差で、政策的な事業と
なる主要事業（注13）に要する一般財源となるものです。経常収支の
額は、平成24年度以前は20億円台で推移していましたが、財政健
全化計画や行政改革の取組により40億円台まで増加しました。平
成28年度以降は、扶助費・繰出金の増や、労務単価の増、公共施
設などの維持管理費の増などに伴い、減少傾向となっています。

 主要事業一般財源

主要事業に要する一般財源は、平成26年度以前で、30億円から
40億円で推移していましたが、平成27年度以降は公共施設の老朽
化対応などにより50億円台となりました。令和元年度以降は学校
の耐震化に目途がついたことから、40億円台で推移していますが、
経常収支との差は、拡大傾向となっています。

 財源対策

主要事業に要する一般財源について、経常収支で不足する財源
は基金等の活用により財源対策を行います。
財源対策の額は、平成29年度以前は約15億円までで推移してい

ましたが、経常収支が減少していることから、平成30年度以降は、
約20億円での推移となっています。
財源対策は財政調整基金（注14）を中心に行われていますが、近年

の増加傾向に伴い、今後は基金残高の減少が懸念され、不測の事
態への備えが課題となります。
これまでは、前年度の決算剰余金や不用額が生じた場合に財政

調整基金に積立てを行うことで、財源対策のための財源を確保し
てきましたが、安定的な財源ではないことから、今後における財
源対策の課題と考えます。

令和3年度の経常収支は、新型コロナウイルス感染症の影響として市
税収入の減を見込んだことにより、18億円と大きく減少しています。
令和4年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を見込まずに予算編

成していますが、公債費、委託業務などの維持管理費の増により、22億
円と低い水準が続いています。

注12_経常収支は用語説明27ページ参照、注13_主要事業、注14_財政調整基金は、用語説明28ページ参照。
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２ 財政状況の推移
（４）財政指標の推移

自治体の健全性を示す、経常収支比率（注15）、実質公債費比率（注16）、将来負担比率（注17）の3指標について、本市では、国や北海道の基準を
もとに5つのゾーンを設定したうえで、目標を定め健全性を管理してきました。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下、財政健全化法という）では、早期健全化基準について、実質公債費比率で25％、将来負
担比率で350％と定めており、基準以上となった場合、財政健全化計画の策定が義務付けられ、計画に基づき健全な財政に向けて取り組むこ
ととなります。

（ア）経常収支比率

経常収支比率は、経常的な経費と経常的な一般財源収入との比
率で、比率が高いと財政状況が硬直化していることを示します。

平成25年度以前は人件費や公債費の減などにより減少していま
す。
平成26年度以降は、扶助費、繰出金の増などにより少しずつ増

加傾向となっていますが、要注意ゾーンの90％以下で推移してい
ます。

北海道の同規模自治体10都市の平均は、令和2年度で94％であ
り、本市は平均を下回っている状況です。

注15_経常収支比率、注16_実質公債費比率、注17_将来負担比率は用語説明28ページを参照。
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２ 財政状況の推移
（４）財政指標の推移

（イ）実質公債費比率

実質公債費比率は、公債費と標準財政規模（注18）の比率で、比
率が高いと公債費の負担が大きくなっていることを示します。

公債費の減少により、平成27年度以前は減少していますが、地
方債の借入の増により公債費が少しずつ増加しています。平成28
年度以降は若干の増加傾向ですが、安心ゾーンの10％以下で推移
しています。

北海道の同規模自治体10都市の平均は、令和2年度で8.1％であ
り、本市は平均を下回っている状況です。

※実質公債費比率は、財政健全化法施行後の平成19年度に算定方
式が変更となっています。

（ウ）将来負担比率

将来負担比率は、地方債残高などと標準財政規模の比率で、
比率が高いと将来の財政負担が大きくなっていることを示します。

平成19年度から基金等の増加や標準財政規模の増加により、比
率は減少し、平成27年度以降は安心ゾーン以下で推移しています。

北海道の同規模自治体10都市の平均は、令和2年度で60.2％であ
り、本市は平均を若干上回っている状況ですが、早期健全化基準
を大きく下回っています。

※将来負担比率は、財政健全化法施行後の平成19年度から算出し
ています。

注18_標準財政規模は、用語説明28ページを参照。
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 普通債等の推移

主に普通建設事業の借入である普通債等は、平成26年度以前は、
借入が償還額を上回らないように管理したことにより残高は減少
していましたが、平成27年度以降は公共施設の耐震化や老朽化対
応により地方債残高は増加傾向にあります。

平成24年度に残高が増加していますが、これは市営住宅事業会
計の会計方式変更により地方債が移管されたことによるものです。
また、平成27年度に借入額が88億円と大幅に増加していますが、

これは、主に苫小牧市土地開発公社の解散に伴う第三セクター等
改革推進債約33億円の借入によるものです。

 臨時財政対策債の推移

地方交付税の代替として地方債により措置される臨時財政対策
債（注7）の残高は増加傾向でしたが、近年は国の地方交付税の財源
が確保され、地方交付税への配分が多く交付されたことから借入
額が減少し、償還額が借入額を上回ったことで減少傾向となって
います。

２ 財政状況の推移
（５）地方債の推移
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注7_臨時財政対策債は、用語説明27ページを参照。



２ 財政状況の推移
（６）基金等の推移

 基金全体

基金全体では、平成20年度から全般的に増加傾向にあります。
令和2年度は132.3億円で、北海道の同規模自治体10都市の平均

が100.4億円（国民健康保険事業基金と介護給付費準備基金は除き
公表されています。）と比較し、本市も同じ条件での基金残高は、
102.4億円とほぼ同額となっています。
財政調整基金などの主要な基金は、平成20年度から増加傾向で、

平成27年度からは緩やかな増加となり、平成29年度から令和2年
度まではほぼ横ばいで推移しています。

 財政調整基金

財政調整基金は、不測の事態への備えや、年度間の財源の不均
衡を調整するもので、近年は、財政秩序として残高20億円を定め
ています。
決算剰余金（注19）や不用額の積立てにより、平成27年度以降の

年度末残高は30億円を超える状況ですが、近年、当初予算の財源
対策は10億円を超え、取崩し後では、一時的に20億円台の残高と
なります。
令和3年度は、新型コロナウイルス感染症対応の影響を見込み、

約15億円と例年より多く当初予算で財源対策したことにより、一
時的に20億円を下回る状況となりましたが、結果的に大きな影響
はなく、令和4年度当初予算においても20億円の残高は確保され
ています。
北海道の同規模自治体10都市の令和2年度平均は27.9億円で、平

均を上回っています。

 減債基金

減債基金（注21）は、地方債償還の負担を軽減するための基金で、公債
費の増加を見込み、不用額などの積立てによって、増加しています。北
海道の同規模自治体10都市の令和2年度平均21.8億円とほぼ同額となっ
ています。

 備荒資金  公共施設整備基金

備荒資金（注20）は、災害時の備えとして積み立てるもので、これ
まで、雪氷対策費の執行残の積立てなどにより残高が増加してい
ます。平成30年度に胆振東部地震がありましたが、大きな変動な
く、約10億円で推移しています。

公共施設整備基金（注22）は、市民文化ホールなど公共施設の整備のた
めの基金で、市民ホールや総合体育館の整備に向け、不用額などの積立
てによって、増加しています。

注19_決算剰余金、注20_備荒資金、注21_減債基金、注22_公共施設整備基金は、用語説明28ページを参照。
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 決算剰余金

決算剰余金は、予算の構造上、発生するものとなります。
また、歳入予算で計上した額を上振れた分も決算剰余金となり

ます。このため、決算剰余金は、民間企業の利益剰余金や営業成
績とは異なるもので、財政状況と必ずしも一致するものではあり
ません。
決算剰余金が発生する場合の逆で、歳入が歳出に対し不足する

赤字決算の場合は、翌年度の歳入を繰り上げて不足分に充当する
繰上充用を行うこととなります。
決算剰余金の主な使途は、生活保護費などの精算による国道支

出金の返還金を決算剰余金から除いた額について、当年度の補正
予算の財源、翌年度の当初予算の財源などに活用しています。

 実質収支

決算剰余金から繰越明許費と継続費に係る財源を除いた実質収
支（注23）は、平成24年度以前は、10億円を下回る状況でしたが、
平成25年度以降は10億円を超えています。
実質収支は、一般的に標準財政規模に対する割合で3～5％が望

ましいとされています。本市の場合、標準財政規模の約400億円
で試算すると約12億円から20億円となり、平成25年度以降の実質
収支の状況と合致しています。

２ 財政状況の推移
（７）実質収支の推移

注23_実質収支は、用語説明28ページを参照。
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人口動態は地方公共団体の財政状況に大きな影響を与え、特に
生産年齢人口（15歳～64歳）は市税（歳入）に、高齢者人口（65
歳以上）は扶助費（歳出）に、それぞれ関係するものと考えられ
ます。

苫小牧市総合計画における人口想定では、人口の推移として、
平成26年をピークに減少傾向となり、令和14年には16万人を割り
込むことが想定されています。

また、人口構成においては、令和4年と10年後の令和14年を比
較すると年少人口（15歳未満）は約15％の減少、生産年齢人口
（15歳～64歳）は約9％の減少となる一方で、高齢者人口（65歳
以上）では約4％の増加が見込まれており、人口減少と少子高齢化
の傾向がさらに進むことが想定されます。

３ 財政状況の見通し

（１）年齢別人口の推移と見通し

人口推計に基づく市税収入や扶助費などの長期的な推計を行い、4ページから14ページまでの「２ 財政状況の推移」の決算推移と財政状
況の課題を踏まえながら、今後の財政状況の見通しとして経常収入、経常支出及び経常収支の見込みを示します。

15
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（イ）個人市民税の長期推計

 個人市民税の長期推計

個人市民税は、6ページの「2 財政状況の推移」の「（イ）市
税収入の決算推移②」での分析のとおり、納税義務者数と課税標
準額と税収との関係性が強い傾向にあります。このことを踏まえ、
今後の個人市民税の長期推計においては、生産年齢人口の減少要
素だけではなく国の税収見通しの要素を考慮して推計しました。

 国の税収見通し

個人市民税の長期推計については、「中長期の経済財政に関す
る試算」（令和4年7月29日内閣府作成)の値を用いています。
この国の試算では、経済再生などの目標に向けて、政策効果が

過去の実績も踏まえた試算の「成長実現ケース」と経済が足元の
潜在成長率並みで将来にわたって推移する試算の「ベースライン
ケース」の２通りを想定しており、それぞれのケースにおいて、
令和13年度までの地方の普通会計における税収（地方税と地方譲
与税の合計額）の見通しが示されています。
個人市民税の長期推計は、①国の成長実現ケース、②国のベー

スラインケース、③市の人口推計による試算の3パターンにより推
計を行いました。①国の成長実現ケースと②国のベースライン
ケースでは、国の試算での増減率と本市の生産年齢人口の減少率
を考慮して推計を行いました。なお、令和14年度以降は国の税収
見通しが示されていないことから、人口推計による試算のみを前
提条件として推計を行っています。

②国のベースラインケースでも、令和13年度で約85億円との試算で、
令和4年度予算から増加となります。
③市の人口推計による試算では、生産年齢人口の減少により、令和13

年度で約76億円との試算で、令和3年度から大幅な減少となります。

 今後の見通し

 推計の結果 今後の個人市民税については、税制改正や社会経済状況の不確実な要
素があることから必ずしも推計結果のとおりとはならないものと考えま
すが、生産年齢人口の減少という長期的なトレンドは重く受け止めるべ
き要素であり、長期的な見通しとして右肩上がりの税収は展望できない
ものと考えます。

推計を行った結果、①国の成長実現ケースでは、令和13年度で
約95億円との試算で、令和4年度予算額約82億円から大幅な増加
となります。

３ 財政状況の見通し
（２）一般会計（経常収入）の見通し

①国の成長実現ケース

②国のベースラインケース

③市の人口推計による試算

国の成長実現ケースから市の人
口推計に移行した場合の試算

国のベースラインケースから市の
人口推計に移行した場合の試算

億
円
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３ 財政状況の見通し
（３）一般会計（経常支出）の見通し

（ア）扶助費・繰出金（医療・介護）の長期推計

 扶助費

扶助費全体のこれまでの推移は増加傾向であることから、近年
の推移を参考にしつつ、今後の扶助費の推計を行いました。
社会福祉費は、障がい者の自立支援給付費の直近の伸び率を加

味し増加すると見込んでいます。
児童福祉費は、保育施設等給付費の増加を加味しつつ、年少人

口の減少による児童手当、児童扶養手当の減を見込んでいます。
生活保護費は、近年は減少傾向でしたが、令和3年度は僅かに増

加したことから、同規模による推移で見込んでいます。

 繰出金（医療・介護）

繰出金全体のこれまでの推移は増加傾向であることから、直近
の伸び率を参考とし、今後の繰出金（医療・介護）の推計を行い
ました。
国民健康保険事業会計の繰出金は、近年の推移を参考に減少を

見込んでいます。介護保険事業会計及び後期高齢者医療会計の繰
出金は、高齢化の進行が今後も続くことを踏まえ、直近の伸び率
を参考として増加を見込んでいます。

今後の扶助費・繰出金（医療・介護）については、高齢人口の
増加の見通しに伴い、長期的にも増加傾向を想定しています。

17



（イ）地方債の長期推計

今後の普通債等の地方債について、普通建設事業の長期的な見
通しをもとに借入額を想定し、令和30年度までの償還額を推計し
ました。

今後見込まれる事業費は、令和13年度までは各施設の個別計画
や各部において予定する普通建設事業の調査結果で見込み、令和
14年度以降は「苫小牧市公共施設等総合管理計画」で推計する公
共施設（建築系施設）の更新費の平均で見込んでいます。

地方債のシミュレーションでは、普通債等について、借入期間
は20年間を基本とし、うち3年間の据置期間とし、4年目以降に償
還が開始されるものとして試算しています。
事業の実施に伴い、令和10年度の地方債残高の見込みは、617

億円と増加しますが、令和20年度には515億円と減少していく見
込みです。

償還額の見込みは、令和10年度は56億円と増加し、令和15年度
まで同水準で推移しますが、令和20年度は48億円、令和30年度は
45億円と減少していく見込みです。

３ 財政状況の見通し
（３）一般会計（経常支出）の見通し
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16ページの「（１）一般会計（経常収入）の見通し」と、17ページと18ページの「（２）一般会計（経常支出）の見通し」を踏まえ、令
和6年度から令和9年度までの経常収支を推計します。

経常収支の見通し

 経常収入

経常収入全体の見通しは、扶助費の増加傾向に伴う国道支出金
の増により総額は増加傾向となる見込みです。
個人市民税は、16ページの「（１）一般会計（経常収入）の見

通し」の「（イ）個人市民税の長期推計」における②国のベース
ラインケースと③市の人口推計による推計値の平均から見込むこ
ととし、他の市税や地方譲与税などはこれまでの傾向を踏まえて
見込んでいます。また、地方交付税は、市税や地方譲与税などの
増減のほか扶助費などの支出の増と連動して見込んでいます。

 経常支出

経常支出全体の見通しとしては、扶助費や繰出金、公債費の見
通しに伴い、総額は令和8年度までは増加し、令和9年度は減少す
る見込みです。
人件費については、地方公務員法改正に伴う定年延長に伴い、

退職手当の支出を隔年（令和6年度と8年度）で見込んでいます。
また、指定管理費などの債務負担行為で設定している支出につい
て、今後の見込みを反映し、推計しています。

 経常収支

経常収入と経常支出の差である経常収支の見通しとしては、23
億円から32億円の間での推移となり、平成20年代前半と同様の状
況になるものと見込まれます。
特に、令和6年度の経常収支は、退職手当の支出や公債費の増に

よる歳出増などにより大きく減少することを想定しており、4年間
の中で最低の23億円と見込んでいます。

経常収支の今後の見通しとしては、令和9年度まで少しずつ増加を見
込んでいますが、大幅な増加は見込めない状況であり、各年度の予算編
成における主要事業に要する一般財源の不足が大きな課題となるものと
想定します。

３ 財政状況の見通し
（４）一般会計の当初予算（経常収支）の見通し
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※経常収支は10月末段階の推計値のため、予算額が確定した後に修正になります。



３ 財政状況の見通し
（４）一般会計の当初予算（経常収支）の見通し

４か年の財政収支の見通し

経常収入の見通しと経常支出の見通しを踏まえ、令和6年度から令和9年度までの推計し、経常収支の見通しは、以下のとおりです。

（単位：百万円）

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度）

（当初予算） （見込み） （見込み） （見込み） （見込み）

66,684 67,513 68,039 68,851 69,140

地方税 28,700 28,479 28,595 28,697 28,366

譲与税・交付金 6,238 6,238 6,238 6,238 6,238

地方交付税・臨時財政対策債 8,750 9,450 9,750 10,150 10,650

国・道支出金 20,047 20,297 20,507 20,717 20,937

その他 2,949 3,049 2,949 3,049 2,949

63,840 65,207 65,305 66,029 65,892

人件費 10,226 10,734 10,259 10,986 10,271

扶助費 27,072 27,429 27,728 28,019 28,330

公債費 7,699 8,008 8,182 7,821 7,937

繰出金 7,910 8,030 8,025 8,081 8,126

その他 10,933 11,006 11,111 11,122 11,228

2,844 2,306 2,734 2,822 3,248

区分

経常収入

経常支出

経常収支
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主要事業に要する一般財源について、経常収支で不足する財源は、主に基金等の活用により財源対策を行います。近年の主要事業に要する
一般財源の見通しは、施設の老朽化やゼロカーボン、SDGｓへの対応など、様々な市民ニーズや行政課題に応えるため、事業費が増加してお
り、多くの財源対策が必要な状況となっています。
このため、今後における経常収支と基金等残高の見通しから、主要事業に要する一般財源へ充当が可能な額を見込み、その額の範囲で予算

編成を行っていく必要があります。

今後の財政運営の目安（財源対策・主要事業一般財源）

主要事業へ財源充当が可能な額の見通しについて、右表の
上のとおりです。

右表の上の説明を記載（内容は精査中）

また、苫小牧市総合計画（実施計画）の実施に必要な主要
事業に要する一般財源の見通しについて、右表の下のとおり
です。
令和6年度は、苫小牧市総合計画の実施計画（令和5年度～

令和6年度）に係る事業費の一般財源の見通しで、令和7年度
以降は、実施計画が令和6年度に策定予定のため、合計は財源
充当が可能な額となっています。

この見通しは、今後の財政運営の目安として活用するもの
で、毎年度の予算編成では、社会経済状況などにより変動す
る場合があるものと考えています。

４ 計画の取組
（１）財政運営の目安

21
※主要事業費は精査中のため、関連個所を非表示にしています。予算額が確定した後に表示します。

主要事業へ財源充当が可能な額の見通し （単位：百万円）

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度）

（見込み） （見込み） （見込み） （見込み） （見込み）

2,844 2,306 2,734 2,822 3,248

経常収入 66,684 67,513 68,039 68,851 69,140

経常支出 63,840 65,207 65,305 66,029 65,892

2,090 1,680 1,580 1,680 1,580

財政調整基金 1,200 700 700 700 700

減債基金 400 500 400 500 400

その他 490 480 480 480 480

4,934 3,986 4,314 4,502 4,828

公共施設整備基金 400 600 600 300 600

備荒資金 150 150 150 150 150

主要事業（一般財源）A+B

区分

経常収支　A

財源対策　B

精査中

苫小牧市総合計画の実施に必要な主要事業一般財源の見通し （単位：百万円）

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度）

（見込み） （見込み） （見込み） （見込み） （見込み）

4,500 3,500

434 486

4,934 3,986 4,314 4,502 4,828

そ　　の　　他

合　　　計

総合計画（実施計画）

区　　　分

精査中



21ページの「（１）財政運営の目安」で示す主要事業に要する一般財源の見通しにおいて、経常収支で不足する一般財源は、主に基金等の
活用により財源対策を行うことになります。財政調整基金、備荒資金、減債基金、公共施設整備基金の各基金等について、財源対策による活
用後の残高状況の見通しを示すとともに、今後の財政運営を踏まえた基金等残高の目標を定めて管理します。

（ア）基金等の管理

 財政調整基金 －目標額：20億円以上－  備荒資金 －目標額：10億円以上－

財政調整基金の目標残高は、前計画と同様に、北海道の財政状
況調査におけるヒアリング該当基準の標準財政規模の5％確保を参
考に、今後も財政運営における不測の事態への備えとして、標準
財政規模の5％である20億円以上とします。
今後の取崩しについては、・・・。（内容は精査中）

今後の積立てについては、・・・。（内容は精査中）

備荒資金の目標残高は、前計画と同様に、10億円以上とします。
今後の取崩しについては、雪氷対策費や、災害対策事業への充当を行

うことを見込んでいます。
今後の積立てについては、雪氷対策費の不用額が生じた場合に積立て

を行い、目標額に向けて残高確保に努めることとします。

 減債基金 －目標額：20億円以上－  公共施設整備基金 －目標額：15億円以上－

減債基金の目標残高は、公債費が令和15年度まで高水準となる
見込みがあり、令和10年度から15年度の公債費の負担を軽減する
ため、前計画の目標額から5億円増の20億円以上とします。
今後の取崩しについては、・・・。（内容は精査中）

今後の積立てについては、・・・。（内容は精査中）

公共施設整備基金の目標残高は、令和10年度以降に想定する公共施設
の更新費の負担を軽減するため、前計画と同様に、15億円以上とします。
今後の取崩しについては、・・・。（内容は精査中）

今後の積立てについては、・・・。（内容は精査中）

※教育施設は、教育施設整備基金を優先して活用します。

４ 計画の取組
（２）基金等残高の管理
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４ 計画の取組
（２）基金等残高の管理

（イ）基金等残高の見通し

 今後の見通し

財政調整基金や備荒資金、減債基金、公共施設整備基金の主要
な基金等残高の見通しは、今後の取崩しと積立ての見込みから、

基金等残高の見通しの説明を記載（内容は精査中）

23

基金等残高の見通し

令和4年度 令和5年度

（2022年度）（2023年度）

年度末残高

見込み

取崩後残高

見込み

令和9年度（2027年度）　年度末残高　27.6億円

令和9年度（2027年度）　取崩後残高　20.6億円

備荒資金 10.1億円 10.1億円 令和9年度（2027年度）　年度末残高　10.1億円

減債基金 27.5億円 23.5億円 令和9年度（2027年度）　年度末残高　20.5億円

公共施設整備基金 25.8億円 21.8億円 令和9年度（2027年度）　年度末残高　15.8億円

計画期間中の残高見通し

財政調整基金 32.6億円 20.6億円

精査中

※主要事業費は精査中のため、関連個所を非表示にしています。予算額が確定した後に表示します。



４ 計画の取組
（３）財政指標の管理

各財政指標に目標管理ラインを定め、財政の健全性を管理します。

（ア）経常収支比率

 目標管理ライン －90％以下－

令和3年度の比率が87.8％ですが、扶助費や公債費など経常支出の増により、今後の経常収支比率は上昇が見込まれます。現在の健全性を
保つことを目指し、目標管理ラインは、前回目標と同じ90％以下に設定します。

（イ）実質公債費比率

 目標管理ライン －10％以下－

令和3年度の比率は6.6％と低い水準にありますが、平成27年度からの施設の老朽化対応や、市民文化ホール整備、総合体育館整備などの大
規模事業により、今後の実質公債費比率は上昇が見込まれます。現在の健全性を保つことを目指し、目標管理ラインは、前回目標と同じ
10％以下に設定します。

（ウ）将来負担比率

 目標管理ライン －80％以下－

令和3年度の比率は58.6％と低い水準にありますが、平成27年度からの施設の老朽化対応や、市民文化ホール整備、総合体育館整備などの
大規模事業により、今後の将来負担比率は上昇が見込まれます。目標管理ラインは、現状の数値から今後の上昇分を見込み、前回目標の
120％より40％下げて80%以下に設定します。

24



大型事業の実施による将来の財政運営への地方債の影響を確認するため、シミュレーションを行いました。地方債について目標を定め、管
理します。

（ア）地方債の償還額

 目標 －借入上限額の設定（臨時財政対策債を除く）－

普通債等の地方債のシミュレーションの結果、これまでの借
入や令和5年度以降に予定する大型事業に伴う借入により、償還額
は令和11年度が最大で約58億円まで増加する見込みです。
償還額の増は公債費の増として、経常収支の減少につながるた

め、主要事業に要する一般財源の確保が難しくなる可能性があり
ます。
このことから、償還額の増を防止するための取組として、右下

表のとおり借入額に上限を定めます。
この上限は、財政運営の目安で定める経常収支を達成するため

に必要な目標となります。

地方債償還額の見通しについて、令和11年度が最大で約58億円
となり、令和3年度の償還額46億円より12億円多い状況ですが、
これまでの施設の老朽化対応と市民文化ホール整備により借入が
増加することによるものです。
このほか、令和5年度での減少と、令和8年度での減少は、第三

セクター等改革推進債の償還が終了することによるものです。
また、令和12年度以降は、新規借入に伴う償還額の増より、大

規模事業の償還終了に伴う償還額の減が上回ることから、償還額
は減少に転じ、令和18年度ごろには、約50億円の水準となる見込
みです。

４ 計画の取組
（４）地方債の影響管理

普通債等の借入上限 （単位：百万円）

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度）

上限額 5,579 6,754 6,379 4,173 5,141

令和11年度約58億円

25

精査中

※主要事業費は精査中のため、関連個所を非表示にしています。予算額が確定した後に表示します。



４ 計画の取組
（４）地方債の影響管理

（イ）財政指標への影響

地方債のシミュレーションの結果、計画期間中において、実質公債費比率（目標10％以下）、将来負担比率（目標80％以下）については、
財政指標の管理で定めた目標管理ライン以下となる見込みです。
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【用語説明】

注 1
「地方債」は、建設事業など適債性を有する事業の特定財源として行われる金銭の借入で、その返済が一会計年度を越えて行われるものです。赤字
地方債は認められていませんが、臨時財政対策債は地方交付税の代替として認められています。地方債は、普通債、災害復旧債、減税補てん債、臨
時財政対策債などに分類されます。「普通債」は通常の建設事業などの地方債で、その他は、建設事業以外の使途になります。

注 2
「会計」は、地方公共団体の基礎となる一般会計、国民健康保険事業会計など特別会計、水道事業会計など企業会計があります。この会計の区分と
は別に、「普通会計」と呼ばれる自治体同士を比較するための会計区分があります。この会計は、一般会計と特別会計を含め、重複する歳入歳出を
控除しています。

注 3
「性質別」「目的別」といった予算の分類がありますが、歳入は性質別で地方税、使用料・手数料など収入の種類で予算科目が分類されます。歳出
は目的別で、支出の種類が工事であっても工事費（性質別）としてではなく、何のための工事か、道路を整備するためのものか、学校を整備するた
めのものかで予算科目が分類されます。

注 4 「扶助費」は、生活保護費や児童手当、心身障害福祉費などで、生活困窮者や、子育て世帯、障がい者などの生活を支援するための支出です。

注 5
「一般財源」は、使い道に制限がなく自治体で自由に使える収入で、地方税や譲与税、地方交付税などです。「特定財源」は、使途が決まっている
財源で、国道支出金や地方債などです。臨時財政対策債は、地方債ですが、地方交付税の代替となるものであり一般財源としています。

注 6
「譲与税」は、本来、地方税とするべき財源ですが、自治体間の不均衡を調整するため、いったん国が徴収し、譲与されるもので、地方揮発油譲与
税や自動車重量譲与税などです。「交付金」は、北海道が徴収し、市へ交付するもので、利子割交付金や配当割交付金などです。

注 7

「地方交付税」は、国が地方に代わって徴収する地方税で、自治体間の不均衡を調整するものです。算定は、国が標準的な行政水準を基準に算定す
るもので、基準財政需要額と基準財政収入額の差が、普通交付税と「臨時財政対策債」で措置されます。基準財政収入額は基本的には標準的な地方
税収入見込み額の75％となっており、地方税が増減しても増減の全額が地方交付税として算定されるものではなく、自治体の財政状況が大きく変動
しない仕組みになっています。臨時財政対策債は、地方債の償還がありますが、地方交付税の代替となるものであり、償還額に相当する額を基準財
政需要額としています。

注 8
「自主財源」は、自治体が自主的に調達できる財源で、地方税、分担金・負担金、使用料・手数料などで、逆に、自主的に調達できない、国や道な
どから調達される財源を「依存財源」といい、譲与税、交付金、地方交付税、国道支出金、地方債などです。自主財源が多い自治体は自主的な事業
を行いやすくなります。

注 9
「北海道の同規模都市10市」は、苫小牧市の人口を基準にプラス、マイナス10万人の範囲の人口が8万人から28万人の都市で、函館市、帯広市、釧
路市、江別市、北見市、小樽市、室蘭市、岩見沢市、千歳市、苫小牧市です。

注 10 「公債費」は、市の借りた地方債や一時借入金の元金の償還と、利息の支出です。

注 11
「繰出金」は、国の繰出基準に基づいて、一般会計が負担するべき支出について、負担している特別会計と企業会計へ繰出しするものです。繰出し
については、赤字補填のような繰出し基準外のものもあります。

注 12
「経常収支」は、毎年、定例的に収入、支出のある「経常費」の経常収入と経常支出の差引です。経常費は毎年あるものですが、逆は「臨時費」と
呼ばれ、施設の整備工事などが対象となります。苫小牧市では臨時費を「主要事業」と呼んでいます。
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【用語説明】

注 13
「主要事業」は、臨時費として予算計上されるもので、一時的、不規則的な経費の性質を持つものです。とくに、本市では公約や苫小牧市総合計画
などに係る主要な事業が臨時費に当たるものが多く、主要事業と呼んでいます。

注 14
「財政調整基金」は、年度によって生じる財源の不均衡を調整するために、剰余金や不用額から積立てを行うもので、自治体の貯金として捉えられ
ています。財政調整基金は標準財政規模は、総務省が平成29年度に行った全国調査で、 財政調整基金の積立ての考え方として「標準財政規模の一
定割合」と回答した市町村のうち「5%超～20%以下」とする回答が最も多い結果となっています。

注 15
「経常収支比率」は、経常的経費（人件費・扶助費・公債費等）に対して、地方税・地方交付税・地方譲与税といった経常一般財源収入がどの程度
充当されるかみることにより、財政構造の弾力性を判断するための指標です。この比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを示します。

注 16

「実質公債費比率」は、一般会計などが負担する公債費及び公債費に準じた経費の標準財政規模を基本とした額に対する比率であり、公債費による
財政負担の程度を表す指標です。この比率が高いほど、公債費の負担が大きいことを示します。この比率が、18％以上で、地方債の借入に総務大臣
などの許可が必要となります（地方財政法）。25％以上で、早期健全化団体として財政健全化計画の作成などが必要となります。35％以上で、財政
再生団体として国などが市政に関与することとなります。

注 17
「将来負担比率」は、一般会計などが将来負担する公債費及び公債費に準じた経費の標準財政規模を基本とした額に対する比率であり、将来の財政
負担の程度を表す指標です。この比率が高いほど、将来の財政負担が大きいことを示します。この比率が350％を超える場合、早期健全化団体とな
ります。

注 18 「標準財政規模」は、標準的な状態で通常収入されると見込まれる経常的一般財源の規模を示すものです。

注 19
「決算剰余金」は、歳入から歳出を差し引き残っているものです。「不用額」は、予算から歳入・歳出の執行を差し引きして残っているものです。
一般会計・特別会計の予算は歳入と歳出の総額が同額となるように編成されます。予算は不足が生じないように見込みますので、予算の仕組み上、
必ず、剰余金と不用額は生じるものです。剰余金は、翌年度予算で補正予算の財源や、翌々年度の予算編成の財源として活用しています。

注 20
「備荒資金」は、備荒資金組合により共同で資金の積立を行うもので、災害による減収の補填や、災害応急復旧事業その他災害に伴う費用に充てる
ための積立金です。積立は、普通納付と超過納付に分かれ、3億円以上が超過納付で、超過納付分は使途が自由に定めることができます。

注 21 「減債基金」は、地方債の償還のために必要な資金を積み立てるものです。

注 22 「公共施設整備基金」は、市民文化ホール整備など公共施設の更新のために平成25年度から積み立てられたものです。

注 23 「実質収支」は、歳入決算総額から歳出決算総額を差し引いた決算剰余金（形式収支）から、繰越明許費と継続費に係る財源を除いたものです。

財政運営持続化計画（仮称）（素案）／ 令和4年（2022年）12月 ／ 苫小牧市財政部財政課作成

28


